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必要なダンパー量を設定すると，加速度応答に対し支配

的な 2 次，3 次モード振動数帯域において減衰定数が過

大となり，このことが免震性能悪化の要因となる．

これに対し，複素減衰と呼ばれる減衰モデルは全振動

数にわたり一定の減衰定数となる 2)．

図- 1に示す 10 階建て免震建物モデルを設定し，粘

性減衰と複素減衰をそれぞれ免震層に用いた場合におけ

る免震建物の応答特性を比較する．これより本論文では，

上部構造と免震層アイソレータで構成される部分を主系

と呼び，免震層ダンパー部分を付加系と呼ぶことにする．

付加系の減衰定数は，粘性減衰の場合 1 次モードに対し

て 40%，複素減衰の場合 40% とし，1 階相対変位（地盤

粘性減衰や履歴減衰のような一般的なダンパーを用いた免震構造において，ダンパーの高減衰化による

免震層変形の抑制効果と床応答加速度の低減効果との間にはトレードオフの関係がある．複素減衰と呼ば

れる減衰モデルをダンパーに用いることで，トレードオフ関係が改善することが確認されているが，複素

減衰の厳密な物理的実現は，非因果性を有するため不可能である．本論文では，ばね・粘性・慣性要素の

ようなパッシブ型力学要素の並列・直列組合せにより，複素減衰を因果的に近似する減衰指定型ダンパー

システムを提案し，その有効性について解析的・実験的に実証した結果を示す．
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減衰指定型ダンパーシステムを用いた高性能免震構造の開発
ーシステムの提案と概念実証ー

１．はじめに

我が国の免震建物では，南海トラフ地震などによる大

振幅地震動に対し，免震層の過大変形が懸念されている．

また，都市部の狭い敷地に免震建物を計画する際に，建

築面積を出来るだけ大きく確保するため，大地震時にお

ける免震層の変形を抑え免震クリアランスを小さくした

いというニーズもある．これらについては，免震層に設

置するダンパー量を通常よりも増やす設計（高減衰化）

により対応することが考えられるが，粘性減衰や履歴減

衰でモデル化される一般的なダンパーを用いてこれを行

うと，地震時の床応答加速度が増大し免震性能の悪化を

招く．

本論文では，このような免震層の高減衰化に伴う変形

抑制と免震性能悪化のトレードオフ関係を改善し，免震

層変形と床応答加速度の抑制を同時に実現する減衰指定

型ダンパーシステムを提案する．続いて，提案システム

の解析的・実験的な概念実証を行った結果を述べる．

２．複素減衰と粘性減衰

一般的な免震用ダンパーの減衰モデルとして用いられ

る粘性減衰と履歴減衰を，前述のトレードオフ関係の観

点から比較すると，粘性減衰が優れているといえる 1)．

しかし粘性減衰をもってしても，高減衰化に伴う免震性

能の悪化傾向を回避することはできない．

粘性減衰は振動数に比例して減衰定数が増加するた

め，変位応答に対し支配的な 1 次モード振動数において 図- 1　10 階建て免震建物モデル
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はセミアクティブ制御を用いた方法が既に提案されてい

るが 2)，本提案は，外部電源や性能可変機構を使用せず，

設計の見通しを立てやすい線形システムであることが特

長である．

図- 3に示す減衰指定型ダンパーシステムを用いた免

震構造の 1 質点系モデルにおける免震層抵抗力の振動数

特性（Dynamic stiffness）は式 (1) で表される．

ここに，

：振動数比

：1質点系免震構造の固有円振動数 [rad/s]

：�アイソレータに対する調整ばね要素の剛

性比

：粘性要素の減衰定数

：上部構造に対する慣性要素の質量比

：�アイソレータに対する ISD ばね要素の剛

性比

：ISD 粘性要素の減衰定数

：上部構造に対する ISD 慣性要素の質量比

粘弾性体力学の理論に基づくと，式 (1) の実数部は貯

蔵剛性，虚数部は損失剛性であり，それぞれ式 (2)，(3)

で表される．

に対する 1 階の相対変位）の地盤変位に対する応答倍率

と，屋上階絶対加速度の地盤加速度に対する応答倍率を

図- 2に示す．

変位応答に対して支配的な 1 次モード帯域における 1

階変位の応答倍率は両者で大きな差はないが，加速度応

答に対して支配的な 2 次，3 次モード帯域における屋上

階加速度の応答倍率は粘性減衰よりも複素減衰が大幅に

小さくなっている．したがって，地震時における両者の

免震層変形は同程度となり，複素減衰の床応答加速度は

粘性減衰に比べ大幅に低減されると考えられる．

３．�減衰指定型ダンパーシステムによる複素

減衰の因果的近似

複素減衰を実際に免震層に用いることができれば前述

の通り有効であるが，複素減衰は非因果的 2) であるため，

厳密な物理的実現は不可能である．

そこで本論文では，線形特性を有するパッシブ型力学

要素を並列・直列に組合せた図- 3に示すダンパーシス

テムによる複素減衰の因果的近似法を提案する．提案ダ

ンパーシステムは，慣性・ばね・粘性要素直列機構（以

下，ISD：Inerter-Spring-Dashpot-link ※ Inerter は

2 点間の相対加速度に比例した慣性抵抗力を発揮する力

学要素すなわち慣性要素に対する Smith3）による呼称．），

慣性要素，粘性要素，および調整ばね要素により構成さ

れている．後述する要素諸元の設定手順により，2 点の

振動数で減衰定数を任意に指定することできるので，減

衰指定型ダンパーシステムと称する．指定振動数の 1 点

を主系の 1 次固有振動数，もう 1 点を 2 次あるいは 3 次

固有振動数として，それぞれ同一の減衰定数を指定すれ

ば，全振動数にわたり一定の減衰定数となる複素減衰を

用いた場合の応答特性を因果的に近似することができ

る．

複素減衰の因果的近似法については，アクティブまた

図- 2　粘性減衰と複素減衰を用いた場合の応答倍率比較

図- 3　減衰指定型ダンパーシステムを用いた

免震構造の１質点系モデル
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る応答倍率は複素減衰による応答倍率を概ね近似してい

ることがわかる．

４．地震応答解析による有効性確認

減衰指定型ダンパーシステムの解析的な有効性確認を

目的として，図- 1の 10 階建て免震建物モデルに減衰

指定型ダンパーシステム（減衰指定型）と粘性減衰ダン

パー（粘性減衰）をそれぞれ用いた場合について，表- 2

の入力地震動による応答解析をNewmarkの 法（ 0.25）

を用いて時間刻み 0.005 秒で実施した．最大応答分布を

図- 5に示す．

減衰指定型の 1 次，2 次モードにおける減衰定数は

40% とし，粘性減衰については免震層最大変形が減衰指

定型の場合と同値になる減衰定数として 1 次モードに

28% を設定した．これらの設定は，表- 2中で最も免震

層変形が大きくなる長周期地震動である OS1 波に対し免

震層変形を 0.4m 程度に抑えるもので，一般的な免震設

計で常用される減衰定数（15 ～ 20% 程度）と比べて高

い値となっている．このような高減衰設定において，床

応答加速度が最も大きくなる入力地震動は，短周期成分

が卓越する強震動記録である JMAKBNS 波であり，この地

震動による床応答加速度の最大値は，粘性減衰の場合に

おける 2.6m/s2 に比べ，減衰指定型の場合には 1.5m/s2

と大幅に小さくなっている．

以上より減衰指定型を用いた免震構造は，免震層の高

減衰化に伴う変形抑制と免震性能悪化のトレードオフ関

係の観点から有効であることを，解析的に確認すること

ができた．

損失剛性をアイソレータ剛性で除したものを損失剛性

比と呼び， とすると，損失剛性比は式

(4) となる．

2 つの振動数比 において，式 (4) の損失剛性比

が目標損失係数 に一致するように と を決定する式

は以下となる．

一方，貯蔵剛性をアイソレータ剛性で除したものを貯

蔵剛性比と呼び， とすると，貯蔵剛性

比は式 (6) となる．

2 つの振動数比 において，式 (6) の貯蔵剛性比

が 1となるように と を決定する式は以下となる．

貯蔵剛性に対する損失剛性の比は損失係数と呼ばれ，

減衰定数は損失係数の 2 分の 1 の値である．そのため，

上記の手順を用いることによって，2 つの振動数比

における減衰定数は，目標損失係数 の 2 分の 1

の値に設定されることになる．

図- 1に示した 10 階建て免震建物モデルの免震層に

減衰指定型ダンパーシステムを付加系として適用し，1

次モードと 2 次モードの振動数において減衰定数を 40%

に指定した場合の各力学要素の設定パラメータの値を

表- 1に示す．また，1 階相対変位と屋上階絶対加速度

の応答倍率を複素減衰（減衰定数 40%）の場合と比較し

て図- 4に示す．指定した 2 点の振動数において減衰指

定型ダンパーシステムと複素減衰による応答倍率が一致

しているとともに，免震構造の応答に影響を及ぼす主要

な振動数帯域において減衰指定型ダンパーシステムによ

表- 1　減衰指定型ダンパーシステムの

各力学要素の設定値

図- 4　複素減衰と減衰指定型ダンパーシステムを

用いた場合の応答倍率比較
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測定結果は実大スケールの建物と同じ挙動であるとみな

せる．

５．１　試験体

試験体は図- 6に示すように 3 層の上部構造の下部に

免震層を設けたものである．外形寸法は幅 2600 ×奥行

2075 ×高さ 2412mm である．

試験体の主系部分は，各層の鉄骨架構をリニアガイド

で支持し，層間をコイルばねで連結する構造となってい

る．免震層に付加系として減衰指定型ダンパーシステム，

または単体の粘性減衰ダンパーを組み込んだ 2 種類の試

験体とした．

(a)　全景

(b)　免震層（減衰指定型ダンパーシステム）

(c)　免震層（粘性減衰ダンパー）

図- 6　小型試験体

表- 3に主系の諸元を示す．主系各層の質量と剛性は，

静的加力実験と自由振動実験により算出し，リニアガイ

ドの摩擦力は，層ごとに実施した自由振動実験（該当層

以外を治具で固定）により算出したものである．

表- 2　地震応答解析用入力地震動

図- 5　地震応答解析による最大応答分布

５．振動台実験による有効性確認

減衰指定型ダンパーシステムの実験的な有効性確認

を目的として，小型試験体を用いた振動台実験および

実験結果のシミュレーション解析を実施した．

試験体は小型であり可動ストロークは小さく，振動台

性能の制約もあって入力地震動の振幅レベルは小さいも

のの，試験体の固有周期は実大の 10 階建て免震建物と

同等である．そのため，相似則による縮尺模型でないと

いう意味において，本実験による加速度・速度・変位の
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データロガーにサンプリング周波数 200Hz で収録した．

５．３　実験結果

地震波加振実験における最大応答分布を図- 7に示

す．

神戸波の場合，減衰指定型の免震層最大変形は粘性減

衰と同程度であるが，加速度と上部構造層間変形につい

ては上層に向かうにつれて粘性減衰の方が大きくなって

いる．神戸波は内陸直下型地震動であり短周期成分が卓

越しているため，粘性減衰では高次モードが励起された

が，減衰指定型ではそれが抑えられたものと考えられる．

大阪波の場合も，減衰指定型の免震層最大変形は粘性

減衰と同程度である．なお，設計目標である約0.13m（0.4m

の 33%）よりもやや小さめに抑えられているが，これは

試験体設計時の予備応答解析においてリニアガイドや装

置の摩擦力を考慮していなかったことが原因であると考

えている．上部構造の応答については，大阪波は海溝型

の長周期地震動であるため，減衰指定型と粘性減衰とも

に高次モードは励起されず，ほぼ同等の免震性能を示し

ている．

付加系の設計において，表- 4に示す大阪波に対し免

震層最大変位が 0.4m 程度になる条件とした結果，設計

目標とする上部構造剛体時の減衰定数は，減衰指定型の

場合，主系の 1 次および 2 次モードに対し 40%，粘性減

衰の場合，主系 1 次モードに対し 28% となった．これら

を達成する付加系の設計諸元と，設計諸元に基づき製作

した装置の諸元を表- 5～ 6 に示す．各装置においては

主系 1 次モード付近の振動数で振幅 0.05 ～ 0.1m 程度の

正弦波による加振実験を実施し，荷重・変形関係の履歴

ループから装置諸元を算出した．なお，慣性要素，ISD

慣性要素，ISD ばね要素については摩擦の影響が見られ

たため，履歴ループから装置の摩擦力も算出した．

５．２　加振および計測方法

振動台および試験体における性能面の制約から，表- 4

に示した振動台実験用入力地震動の振幅レベルを 33% に

縮小して加振した．

計測項目は，振動台と試験体各層の加速度，振動台と

各層の振動台基礎からの相対変位，ISDの各要素接合部の

振動台からの相対変位，粘性要素と慣性要素および ISD

の荷重である．加速度はひずみゲージ式加速度計，変位

はレーザー式変位計，荷重はロードセルにより計測し，

表- 3　試験体主系諸元

表- 4　振動台実験用入力地震動（加振振幅は 33% に縮小）

表- 5　試験体付加系諸元（減衰指定型ダンパーシステム）

表- 6　試験体付加系諸元（粘性減衰ダンパー）

図- 7　地震波加振実験による最大応答分布
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５．４　シミュレーション解析

解析モデルは図- 8(a) に示す 4 質点系せん断型とし

た．

主系の諸元は表- 3に示した通りである．リニアガイ

ドにおける摩擦の影響については，数値解析の都合上，

有限の第 1 剛性と微小な第 2 剛性を設定した摩擦力を耐

力とするノーマルバイリニア型復元力特性を有する弾塑

性要素（ , ）としてモデル化した．バイリニア骨

格曲線の折れ点における変形は 1mm とし，第 2 剛性は第

1剛性の 100 万分の 1とした．

免震層に組み込んだ付加系の解析モデルについては，

図- 8(b) に減衰指定型の場合を示し，図- 8(c) に粘性

減衰の場合を示す．付加系各要素の諸元は表- 5，表- 6

に示した通りである．

減衰指定型の慣性要素（ ）と ISD 慣性要素（ ）

および ISD ばね要素（ ）については，摩擦を考慮した

弾塑性要素（ ， , ）を並列配置し，復元力特性

を主系のリニアガイドと同様の方法によりモデル化し

た．

振動台実験で計測した振動台加速度を入力とした弾塑

性時刻歴応答解析を Newmark の 法（ 0.25）を用い

て時間刻み 0.001 秒で実施した．

図- 9に加速度と層間変形の最大応答分布を，図- 10

に最上階の加速度，最上層（上部構造 3層）の層間変形，

免震層の付加系総荷重と層間変形の時刻歴波形を示す．

解析と実験の対応については，応答振幅が小さい部分

（大阪波による上部構造の層間変形）において振幅値の

差が見られ，非線形性の影響が推察されるが，全体的に

は概ね良好である．

図- 8　シミュレーション解析モデル

図- 9　最大応答分布の実験値と解析値の比較
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③ �10 階建て免震建物モデルに減衰指定型ダンパーシス

テムと粘性減衰ダンパーをそれぞれ用いた場合にお

ける地震応答解析を実施し，免震層の高減衰化に伴

う変形抑制と免震性能悪化のトレードオフ関係の観

点から，減衰指定型ダンパーシステムが有効である

ことを，解析的に確認した．

④�減衰指定型ダンパーシステムと粘性減衰ダンパーをそ

れぞれ用いた小型免震構造試験体の振動台実験とシ

ミュレーション解析の実施により，減衰指定型ダン

パーシステムの有効性を実験的に確認した．

６．まとめ

本論文のまとめを以下に示す．

①�パッシブ型力学要素の並列・直列組合せにより，2 点

の振動数で減衰定数を任意に指定することが可能な減

衰指定型ダンパーシステムを提案した．

②�減衰指定型ダンパーシステムにおいて，指定振動数の

1 点を主系の 1 次固有振動数，もう 1 点を 2 次あるい

は 3 次固有振動数として，それぞれ同一の減衰定数を

指定すれば，複素減衰を用いた場合の周波数応答特性

を概ね近似することを示した．

図- 10　各時刻歴波形の実験値と解析値の比較
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Development of passive rate-independent damper to enhance seismic isolation performance
- Proposed system and proof of concept -

Takashi KATO, Takahito NAKAMURA, Shigeki SAKAI, Kohju IKAGO, Norio INOUE and Norio HORI

In base-isolated structures using common dampers such as velocity-dependent and/or hysteretic 
dampers, there is a trade-off between suppressing deformation of the isolation layer by increasing the 
number of dampers and reducing floor response acceleration. Alternatively, rate-independent linear 
damping (RILD) is found to achieve a reduction of isolator displacement while maintaining a low floor 
response acceleration. Nonetheless, the non-causality of ideal RILD hinders its physical realization. 
In this study, we develop a method to causally approximate RILD using a passive device that arranges 
springs, dashpots, and inerters in parallel and series. The effectiveness of the proposed device is 
demonstrated through seismic response analysis and shaking table experiments on a base-isolated 
building model.

今後は減衰指定型ダンパーシステムの実建物への実装

に適した新型デバイスの開発と実用化に取り組む予定で

ある．

謝辞

㈲シズメテックの鎮目武治様，鎮目真喜子様，㈱免制

震ディバイスの木田英範様，東北大学五十子研究室の皆

様には，振動台実験の実施にあたり多大なご協力をいた

だいた．ここに記して謝意を表します．

参　考　文　献

１）西村幸洋，水江正，宮崎光生：免震建物の 2 次モード抑制

方法の研究 その１ 2 次モード卓越条件の把握，日本建築

学会大会学術講演梗概集，1998 年 9 月

２）五十子幸樹，井上範夫：複素剛性モデルを用いた免震構

造物の地震時応答変位制御，日本建築学会構造系論文集，

2010 年 9 月

３）Malcolm C. Smith, Synthesis of Mechanical Networks: 

The Inerter, IEEE Transactions of Automatic 

Control, Vol.47, No.10, pp.1648-1662, 2002.10

４）加藤貴司 , 仲村崇仁 , 仲野健一 , 境茂樹 , 五十子幸樹 , 

井上範夫：複素減衰を因果的に近似する減衰指定型ダン

パーシステムを用いたパッシブ型高性能免震構造の研究 , 

日本建築学会大会学術講演梗概集 , 2023 年 9 月

５）T.Kato, T.Nakamura, K.Nakano, S.Sakai, K.Ikago, 

N.Inoue: DEVELOPMENT OF PASSIVE RATE-INDEPENDENT 

DAMPER TO ENHANCE SEISMIC ISOLATION PERFORMANCE, 

18WCEE, ITALY, 2024.7


